
＜変更契約書 作成例＞ 

様式第４号（第９条） 

 

建 設 工 事 変 更 請 負 契 約 書 

 

工事番号及び工事名   05県単道改 第 05-59-XXX-0-001号 

04県単道改 第 04-59-XXX-0-003号 合併 

道路改良舗装工事 

 

工 事 場 所    一般国道１２５号  つくば市田中 

 

発注者 茨城県土浦土木事務所長 と受注者 ○○建設株式会社 代表取締役 ○○○○ と

が令和５年８月３日に締結した請負契約の一部を次のとおり変更する。 

 

１ 変 更 工 期   令和５年 ８月 ４日から       延長 

４５日間 

令和６年 ３月１５日まで       短縮 

 

２ 変 更 請 負 額                  金１，６５０，０００円  増 減 

うち取引に係る消費税及び地方消費税の額       金１５０，０００円  増 減 

 

３ 請負代金変更額に対する 

契約補償金変更額                            円  増 減 

 

（建設リサイクル法対象工事の場合） 

４ 解体工事に要する費用等に係る変更事項    

５ 変 更 設 計 図 書          別冊のとおり 

６ そ の 他 の 変 更 事 項          別冊のとおり 

 

（建設リサイクル法非対象工事の場合） 

４ 変 更 設 計 図 書          別冊のとおり 

５ そ の 他 の 変 更 事 項          別冊のとおり 

 

この契約を証するため、本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各１通を保有

する。 

 

令和５年１２月１５日   

 

発 注 者   住 所   茨城県土浦市中高津三丁目１１番５号 

氏 名   茨城県土浦土木事務所長  ●● ●●  

 

受 注 者   住 所   ○○県○○市○○町××番××号 

          氏 名   ○○建設株式会社 

代表取締役  ○○ ○○ 

１部に 

収入印紙 

貼付 

工事番号･工事名･工事場所は、当

初契約書のとおりに記入（合併の

場合は、全ての番号を記入）。 

代表 

者印 

当初契約日を記入。 

代表 

者印 
印鑑は契約書と同じものを使用してください。 

契約書に会社印（角印）を押印している場合は、

会社印の押印も必要になります。 

 

当初契約書記載の工期の始まりの

日を記入。（工期変更が無い時は空

欄とする） 

延長後の工期末日を記入。（工期変

更が無い時は空欄とする） 

変更がある場合は、「別冊のとおり」とし、備考別表を添付し、

割り印又は袋とじとする。（変更がない場合は空欄とする） 



 

 （建設リサイクル法対象工事の場合） 

解体費用等の内容及び金額に変更がある場合は、備考別表を 

変更契約書に添付する必要があります。 

記載内容は変更契約書の作成前に、必ず工事監督員の確認を 

受けてください。 

備考別表３ 

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等） 

 

１ 解体工事に要する費用（直接工事費）       金 0円（消費税及び地方消費税を除く。） 

注 １ 解体工事の場合のみ記載すること。 

２ 解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用を記載すること。 

３ 仮設費及び運搬費は含まないこと。 

 

２ 再資源化等に要する費用（直接工事費）   金 300,000円（消費税及び地方消費税を除く。） 

注 運搬費を含むこと。 

 

３ 分別解体等の方法  

工

程

ご

と

の

作

業

内

容

及

び

解

体

方

法 

工  程 作 業 内 容 分別解体等の方法 

(1)仮設 仮設工事 

□有   ☑無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

(2)土工 土工事 

☑有   □無 

□手作業 

☑手作業・機械作業の併用 

(3)基礎 基礎工事 

□有   ☑無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

(4)本体構造 本体構造の工事 

□有   ☑無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

(5)本体付属品 本体付属品の工事 

□有   ☑無 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

(6)その他 

（舗装等    ） 

その他の工事 

☑有   □無 

□手作業 

☑手作業・機械作業の併用 

注 １ □欄は、該当箇所に「レ」を付すこと。  

２ 分別解体等の方法の欄は、該当する場合のみ記載すること。    

 

 ４ 再資源化等をする施設の名称及び所在地 

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所 在 地 

アスファルト塊 ○○○○（株） ○○市○○町９８７－６５ 

   

   

 

・建築物に係る解体工事の場合 

 →備考別表１を使用してください。 

・建築物に係る新築工事の場合 

 →備考別表２を使用してください。 


